
 

2022 年 2 月 24 日 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 

 

グリーンボンドの発行について 

 

株式会社みずほフィナンシャルグループ（執行役社長：木原 正裕、以下「当社」）は、

2022 年 2 月 22 日にグリーンボンドを発行しました。 

 

〈みずほ〉は、グループ全体で戦略と一体的にサステナビリティへの取り組みを推進

する態勢を強化する中、気候変動が金融市場の安定にも影響を及ぼしうる最も重要なグ

ローバル課題の一つであるとの認識のもと、環境・気候変動への対応を経営戦略におけ

る重要課題として位置付けています。 

2021 年 4 月には、環境方針を改定し、2050 年の脱炭素社会（温室効果ガス排出ネ

ットゼロ）への貢献、パリ協定の目的（気候変動の脅威に対する世界全体での対応を強

化）の支持、パリ協定の目標と整合するポートフォリオへの転換、を明確化しました。 

同方針に基づき、お客さまとのエンゲージメント（建設的な対話）を起点に、お客さま

の脱炭素社会への移行（トランジション）や気候変動対応を支援しています。 

 

かかる中、〈みずほ〉の環境ビジネスを加速させ、ファイナンスを通じた環境へのポジ

ティブインパクトの拡大を図るため、2030 年度に向けて 12 兆円の環境ファイナンス目

標を設定し積極的に推進しています。この度、環境分野に関心の高い投資家のニーズに

も応えるべく、こうした環境ファイナンスの一部に充当する資金として、当社はグリー

ンボンドを発行しました。 

当社のグリーンボンドは、国際資本市場協会（ICMA）の「グリーンボンド原則 2018」

と環境省の「グリーンボンドガイドライン 2020 年版」に沿って策定したグリーンボン

ド・フレームワーク（以下「本フレームワーク」）に基づき、発行・管理を行っています。

なお、本フレームワークは、第三者認証機関である Sustainalytics 社よりセカンドパー

ティ・オピニオンを取得しています。 

 

当社は、グリーンボンドで調達した資金を当社子会社である株式会社みずほ銀行（頭

取：藤原 弘治）へ融資し、みずほ銀行は再生可能エネルギーなど環境に配慮した事業（以

下「グリーンプロジェクト」）に対し融資を行います。 

 

〈みずほ〉は、気候変動対応や脱炭素社会への移行など、持続可能な社会の実現に向

けた取り組み（サステナビリティアクション）を強化しています。総合金融グループと

しての知見を活かし、サステナブルファイナンス・環境ファイナンス等による資金調達

支援をはじめ、脱炭素化に向けた事業の強化・転換に資する助言やソリューション提供

に積極的に取り組んでいきます。 

 

 



（グリーンボンドの概要） 

発行体 株式会社みずほフィナンシャルグループ 

発行総額 5 億米ドル 

発行日 2022 年 2 月 22 日 

償還期限 
2030 年 5 月 22 日（ただし、発行体は任意償還日に任意償還可

能） 

任意償還日 2029 年 5 月 22 日 

金利 

 発行日（同日を含む）から任意償還日（同日を含まない）ま

で：3.261％ 

 任意償還日（同日を含む）から償還期限（同日を含まない）

まで：本グリーンボンドに係る Prospectus に定める 1年米

国国債金利に 1.25％を加算した利率 

資金使途 
みずほ銀行に対する融資に充当し、みずほ銀行はグリーンプロ

ジェクトに対する融資に充当 

 

 

本ニュースリリースは、当社の証券発行に関する情報を公表することを唯一の目的

に作成されたものであり、日本国内外を問わず一切の投資勧誘またはそれに類する

行為のために作成されたものではありません。本ニュースリリースは、米国内におけ

る証券の募集を構成するものではありません。本証券は、金融証券取引法に基づく届

出または登録がなされておらず、またその予定もありません。本証券は、日本国内も

しくは米国内において、ならびに本証券の募集または販売を行うことに際して届出

もしくは登録が求められるその他一切の法域内において、金融商品取引法またはそ

の他適用ある証券関連法令に基づく本証券の届出または登録が行われない限り、本

証券の募集または販売を行うことはできません。なお、本件においては、日本国内に

おける本証券の公募は行われません。 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 


